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　a）EPCにおけるEC委員会の役割に対する若干の評価
　すでに検討したように，・ヨーロッパ政治協力機構（EPC）における■EC委員会ρ役割およびその
影響力は，EPCの発足以来，次第に増加してきた。すなわち，EC委員会は，EPC諾会議一と
りわけヨーロッパ理事会ならびに外相会議一において，本質的にはゲストとしての地位に置か
れ，自ら決定権は行使し得ないまでも，決定作成にいたるすべての審議に参加し，CSCEおよびユ
ー口・アラブ対話などの事例にみられるように，ときには他の構成者（理事会，EC加盟諸国なら
びにその他の会議参加諸国代表団など）を凌ぐほどのリーダーシップを発揮したのである1〕。した
がって，EPC機構の中で置かれている現状のもとで，委員会は最大限の努力を重ねてきたもの・と
評価されてもよい。
　委員会がこのようにEPCにおける役割を強化し，事実上，自らの参加の巾を拡大できたのは，
なによりもまず，EPC機構において，いわゆるハイ・ポリティクスとロー・ポリティクスとの垣
根が次第に取り払われ，「二分法」が解消される方向に発展したことによる。この結果，委員会は
必ずしもEC固有の活動領域（経済・技術面）のみに拘東されることなく，EPC固有の領域とさ
れた政治的問題が取り扱われる可能性のある諸会議にも参加することを認められたのである。
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　このようなEPCにおける二分法の克服は，すでに指摘したように，ジスカールデスタン・フ今
ンス大統領の政治統合に対する積極的姿勢，EC機関の権威に依存しようとする小国の意志，加え
て，オイル・ショック以来の国際情勢の変化と，それにともなう国際問題の複雑化など，様々な要
因によるものと考えられる2〕。コペソハーゲン報告，ロンドン報告，ゲンシャー報告などの諸報告
や，パリ首脳会議をはじめとする諸会議が，EPCにおけるEC委員会の参加機会の増大とその役
割の強化を支持していることもまた3〕，現実における委員会の役割強化をいっそう促進し，二分法
を解消するのに寄与したことは，言うまでもあるまい。
　EC委員会がEPC機構のなかで自らの参加の巾を拡大し，役割を強化し得た背景として，互い
に関連し合う2つの点を指摘することができる。一つは，委員会がEC機関であることに起因する
メリットとも言えようが，それが独自の機構または施設と，専門家を含む多数の職員と，予算（財
力）を保有していることである4〕。この結果，委員会の活動は，継続性と，したがって一貫性を確
保することができる。因みに，委員会としては，EC活動とEPC活動において一貫した政策的立
場を確保するため，同種の問題頷域では同一の職員がことに当たることとされ，このことが政治委
員会ならびに各種作業グループに対するEC委員会の影響力を強化するのに貢献している5〕。ま
た，委員会は，他に比類ない調停ないし調整能力をEC機構の中で伝統的に培ってきたが，委員会
のEPCへの参加機会の増大に伴い，その能力をEPC機構の運営と政策形成のために活用しうる
ことは，委員会自身の影響カの強化に寄与するのみならず，EPCにとっても大きなメリットをも
たらしていると言えよう。「政治協力は，声明を作成する機構から少しずつ脱皮し，共同体の権限
と財力を利用しながら，ひとつの実戦力となりつつある」6〕。
　いま一つは，EPCの運営方法に起因するメリットである。これは，いわばEPCの本質的特徴
ともいうべきプラグマチズムと，そこから派生する官僚制の忌避7〕がもたらした副次的効果と言う
ことができるであろう。具体的に言うなら，EPC機構の下において，政治協力に関する諸々の業務
は，それを取り扱う中央集権的な機関（政治事務局）をいっさい設営することなく，ヨーロッパ理
事会の議長国が，6ヵ月交代のローテーションにより，いわば代行する形で遂行されたのである。
このような運営方法がEPCに対して及ぼす一般的な影響については後述することとするが（p．ユ60
－161），実は，このことは，少なくともEC委員会に関する限り，かえって一定のメリットを生み・出
した。たとえば，理事会議長国のローテーション問題に関して言えば，ユー口・アラブ対話におけ
る共同議長制の下で，EC側の一方の議長を務める理事会議長が半年ごとに交代するのに対し，も
う一方の委員会を代表する議長の任期は長く，この事実が「継続性という点で委員会に対して決定
的なメリットを与えた」8〕のである。また，事務局問題に関して言えば，政治協力のための常設事
務局が設置されていないために，加盟諸国が運営上の支援を既存のEC諸機関一とりわけ委員会
一に頼る結果となり，EPCレベルでの外交政策の調整過程における委員会の役割は増大した9〕。
　これまで検討したように，EPCにおけるEC委員会の参加機会は増大化の傾向にあり，その役
割の強化もしくは増大現象は，むしろ積極的に評価されうるにも拘らず，今日なお，EPC機構の中
でいくつかの制約を負わされているように思われる。そしてその原因の大半は，EPCの拠って立
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つ根源的な基盤，言い換えればその本質的な性格に帰せられるのではないかと考えられる。以下に
おいて，現状の下でEC委員会が負わざるを得ない限界について述べておきたい。
　しばしば指摘したように，EPCは本質的に政府問協力機構であり，いかなる意味においても超
国家的な性格や目的をあわせもたず，その運営の実権はヨーロッパ理事会，外相会議にあり，実務
的には各国外務芦政務局長により構成される政治委員会が運営上の責任を負っている。専門家作業
グループを含めて，EC委員会は単にゲストとして参加するに留まり，そのことによって多くの制
約を受けざる垂得ない。すなわち，すでに述べたところを要約すれば10〕，第一に，委員会はEPC
諾会議において決定（表決）に参加することができず，単にECの慣行とECの立場を説明しう
るだけである。第二に，その決定を拒否することができない。第三に，発議・提案権をもたない。
何らかの発案を希望する場合．CSCE会議において試みたように，議長国を筆頭とする加盟諸国に
よる連署の形をとらざるを得ない11〕。第四に，委員会にはしばしばゲストとして参加させて章って
いるとの負い目さえ見られる捌。第五に，委員会はいまなおEPC諸会議において補助的な役割を
果たすのみで，その意味では，まだハイ・ポリティクスとロー・ポリティクスとの二分法は十分解
消されたとは言い難い。
　1・ンドン報告によって，委員会は「既存の規則および手続きの枠組内において完全に政治協力に
参加する」（同報告第二部第12節）ことを認められたと言うものの，「外交政策の伝統的装置は，一
一大使館から砲艦にいたるまで一なお加盟国の手中にあり，外交政策問題の決定権も加盟国が握
っている」13〕のである。理事会および外相会議のレペルにおいても，委員会の参加は「きわめて不
明確な基礎に立ち，調整は善意によるにすぎない」i4〕。こ’の傾向はEPC下部機関におけるほど顕
著であり，政治委員会および作業グループでは，なおEC活動に対する理解や知識が不十分で，そ
のことがEPC活動の進展を妨げさえしたのである1馳。とりわけ作業グループでは，委員会の参加
を保障する法的根拠が皆無で，すべて慣行によるため，その参加は理事会議長国および各国代表団
の判断に任されている16〕。さらに，EPCの運営においてよりいっそう協力を緊密化すべき各国外
務省において，伝統的に経済部局と政治部局を区別し，分業化する傾向が根強く，その保守的，閉
鎖的姿勢がEPCへのEC委員会の参加を閉ざす一因となっているように思われる。この点が改
善されない限り，委員会と連絡官グループ（各国外務省職員により構成）との交流や意思交換は今
後とも深まらないであろうし，またCOREUの通信連絡網を有効に利用してECとEPCとのよ
り緊密な連絡を図り，相互的発展を期待することも困難であろう。
　いずれにせよ，様々のレベルにおいて本質的にナショナルな要因によって支配され，政府間協力
機構として機能するEPC機構の下で，委員会は独自にその権限の拡大を図る訳にはいかないの
で，これまで同様，それが持つ独自の機構と施設と職員と財カとを有力な武器として，継続的な実
践活動を通して，徐々に，浸透するが如く自らの参加機会の増大を図っていく外ないであろう。
　．以上のような諸々の制約を考慮しながら，次にEPCならびに同機構におけるEC委員会にと
っての課題と，将来に向カ・っての何らかの展望についていくらか論及してみよう。
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b）課題
　ここでは，EPCにとっての課題を，便宜上，EPCの本質に係わる諸問題とその運営に係わる諸
問題とに大別し，まず，前者から検討することにしたい。
　EPCの本質的特質は，それが任意の政府問協カを基盤とするところに求められる。それゆえに
こそ，一言い換えればEPCが超国家的機構でないからこそ一加盟国や外務省はいわば安心し
て外交問題に対する積極的な協力の意欲を示したのであり，そうした日常的な協議の積み重ねを通
じて，EPCはいわゆる“co－ordination　reflex”を育むことができたのである。EPCのありかた
について検討するに先立ち，まずこのことを再確認しておく必要があろう。
　さて，政府間主義を基調とするダヴィニオン方式はたしかに「臆病」珊　すぎて，ある意味では
「ヨーロッパの現実の経済・社会問題から注意を反らせるもの」18〕という批判は，的を得たものと
考えられる。先に引用したように，外交政策の伝統的装置はなお加盟国にあり，「共同体の発案が
各国問の意見対立にのめり込んだような政策形成の諸領域では，政治協力機構が何らかの進展を遂
げる可能性はなさそうである」19〕。北アイルランド問題やキプロス紛争がEPCの討議対象から除
外されているのは，このためである20〕。また，同様の事情から，たとえば，73年の石油危機や79年
のアフガン問題2Dに対して適切な措置をとることができず，あるいは統一的な対応が遅れた。結
局，EPCにおいて取り扱われる問題の多くは，「議論の余地が少なく，重大な国益を直接侵犯しな
い」22〕ものに限られてしまうことになる。「討議された問題数よりも，協調した活動から推し量れ’
ば，ダヴィニオン委員会の達成言己録はささやかである」2ヨ〕と言われる所以である。その結果，EPC
におけるヨーロッパ理事会の主な任務は共同宣言の発表ということになり，それに対して「宣言外
交」という評価が生まれた24〕。
　今日，EPCにとって第一の課題は，この宣言外交の域からいかに脱却するかということであろ
うが，すでに現在のEPCは，ある程度その離陸に成功している。「この12年間で急遠に政治機構
は発展し，協力して仕事する新しい方法を工夫してきた。政治協力は，・少しずつ，声明を作成する
ための機構から脱皮して」25〕きたのである。問題は，そこから脱皮したあと，いかなる発展の方向
を辿るかにある。
　政府問協力を基調とするEPCの現状に対して，いくつかの厳しい批判が存在することは事実で
ある。連邦主義者の目からみれば，脱皮したどころか，EPCの統合の質はいまだ「ウィーン会議や
メッテルニヒ外交ほどにも進歩しておらず，ヨーロッパ民族国家の古くさいシステムを支えるため
の企てにすぎない」26〕。むしろEPCはヨーロッパ統合にとって後退であり，それは「EC委員会に
統合のぺ一スを譲らないでおこうとする加盟諸国の集合的な決意」27〕の表われということになる。
　このような考え方を推し進めるならば，究極的には，今日のEPCのありかたを抜本的に改革す
る以外，方法はないであろう。それはすなわち，EC共通外交政策の形成を促す超国家的な方向に
向かうことを意味する。その段階に到達しさえすれば，EC委員会は政治協力のゲストどころカ・，
最大の行為主体として活動することとなり，本稿で検討した一切の制限や疑問はすべて氷解するこ
とになるであろう。果たしてそのような発展は可能なのであろうか，また可能であるとして，それ
「ヨ-ロッパ政治協力」(EPC)におけるEC委員会の役割と限界(3・完)
Page:4無断転載禁止。　
はヨーロッパにとって真に必要不可欠な要請なのであろうか。これは，EPCにとっておそらく最
大の課題であろう。筆者なりの見解は，のちに展望の中で言及することとしたい。
　第二にEPCに対して求められる点は，そこからいかに「聖域」部分を取り払い，その活動領域
を拡大するかという問題であろう。．EPCからタブー視される問題領域が除去されればされるほど，
EC委員会の参加機会とその影響力は増大するに違いない。たとえば，従来EPCの討議対象から
軍事・防衛問題は除外されてきたが，近年，少なくともその問題の政治的側面，とりわけ広義の安
全保障ならびに軍縮問題については，EC委員会のメンバーも参加するEPCの枠内において討議
されねばならないとの要請が高まりつつある。81年10月の1］ンドン報告は，すでに述べたように28〕，
「安全保障の政治面に関係する若干の重要な外交政策問題を政治協力の枠組内において討議するこ
とができるようになってきた」事実を確認している。とりわけ，8ユ年ユ1月に公表されたゲンシャー・
プランでは，ヨーロッパの独立を守るための共通の立場の採択と，ヨーロッパ的利益の保護，安全
保障の強化がうたわれ，EPCの脈絡において安保問題が取り扱われるべきであるとしている点が
注目される。CSCEマドリード再検討会議以後，同会議のウエートが軍事・安全保障面の討議に片
寄るにつれ，NATOグループの影響力が強まり，相対的にECないしEC委員会の果たす役割
が低下しつつあると言われる今日，EPCにおいていっそうこの方面の論議が活発になるであろう
ことが予想される。この場合，討議の中心には，つねに平和への視点が据えられていなければなら
ない。そのためには，ヨーロッパ議会による議会統制が強化される必要があるであろう。
　第三に指摘する問題は，逆にEPCを通してEC加盟諾国間の政策協調がいっそう進展した結果
として生ずる問題である。国連では，ECはオブザーバーの地位を有し，理事会議長国がEC代表
として行動するが，その下で加盟諸国は同一の投票行動をとることが多くなっている。国際問題に
対する各国の利害関心はまちまちであるにも拘らず，83年秋の時点で，ECは国連総会において70
パーセントまで共通の立場を採択したと言われる29〕。ザンビア，ナミビアの独立問題や南アフリカ
共和国に対するアパルトヘイト政策非難に対する共同姿勢も，ここから生まれたのである。すでに
述べたCode　of　Conductもその成果の一つと言えよう。但し，共同の行為がつねに正しい選択を
生むとの保障はない。その意味では，統制■的行為に対して，何らかの歯止めが必要なのではなかろ
うか。たとえば，国連総会において，フランスがひとりアンゴラに対する国家承認を行なったと
き，また，デンマークが南アに対する武器売却に関して英・独・仏政府を非難する投票をした時，
他の加盟諸国は，フランスやデンマークの態度を逸脱と感じたのである。フォークランド紛争にお
いても，各国が共通の姿勢を貫こうとしたことは，まだ記憶に新しい。必ずしもその行為を差して
言うのではないが，EPCが共同歩調を強化すればするほど，この種の問題は多くなるであろう。
EC諸国間の協力が高まり，共通態度が普遍化することは，EPCの発展のために歓迎されねばなら
ないが，一方において，民主主義や社会正義の実現という政治的価値観にいっそうの関心が払われ
る必要があるであろう。近年，ある加盟国が提案を行なった場合，それに対して少なくとも反対の
趣旨の演説をしないことが，国連におけるEC加盟諸国の慣例となってきている状況の下では，こ
とさら配慮されるべき問題である。
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　第四に，EPCの運営に対して何らの法的根拠がなく，もっぱら各国の自発的な政治的意思に委
ねられていることである。r責任および役割の分野が法的に定義されたことはなく，すべてが加盟
諸国と議長国に任せられている」30〕。政治協力活動への委員会の参加も，きわめてあやふやな基礎
に立っている。「調整は，善意による」3Dにすぎない。但し，近年，EPCのより健全かつ飛躍的な
発展のために，また，そこにおける委員会の参加の権限を正当化し，より強化するために，EPC活
動を法制化すべきであるとの意見が出されている。83年！2月14日，ヨーロッパ議会において採択さ
れた「ヨーロッパ同盟を設立する条約草案」鋤では，「協力とは，構成国が欧州理事会の枠内で行
う約束である」（第10条第3項）との定義規定を初め，政治協力に関する事柄が諸条文の中に明記
されている。将来における同条約の適用の可能性については，なおきわめて流動的であるが，その
こととは別に，EPC活動が元来法制化の対象とされるべき性格のものか否かについても，論議の
分かれるところであろう。本質的に政治協力が任意性をもち，罰則その他いかなる強制力からも加
盟諸国が完全に自由な状態に置かれていることによって，今日のEPCが発展してきたことを想起
するなら，一概に法制化の必要論に荷担する訳にもいかない。
　次に，EPCの運営に係わる問題点をいくつか指摘しておきたい。
　第一に，その迎営を担当する中心的機関が存在しないため，理事会議長国（実際には，president
－in－0ffice）がEPCの事務局として諸会議を準備し，その進行過程における調整役を務める。理
事会議長国の任期は6ヵ月で，アルファベット順に各加盟国がもち回わる。この，いわゆるローテ
ーション・システムは，メリットとデメリットの両面を併せ持つ。ダグラス・ハードによれば，メ
リットの第一はその経済性にあり，国際官僚が強い浪費的傾向をもつのに対し，政治協力は「予算
も事務所づくりも，給与水準に関する議論もやらずに済んだ」33〕。第二は，心理的利点であり，各
国外務省は自国が議長職にある間，競って能率的運営を図り，何らかの新機軸を打ち出そうと努め
ることである。第三に，各国政府および外交官に対してヨーロッパ問題に関する関心と知識を養う
という，教育的効果を期待することができるであろう。第四に，国際舞台における小国の役割を保
障する機会を捉供するという効果もあるヨ4〕。反面，ローテーション・システムのもつデメリットも
大きい。第一に，すでに述べたように35〕，議長国はすでにその職務の加重負担に悩んでいる。第二
に，EPCの業績が少数の議長国の職員の資質に左右されやすい傾向がある。第三に，何よりも大
きい欠陥として，EPC活動の継続性を確保するのが困難である。
　このために考案されたのが，いわゆ名トロイカ方式であり，すなわちそれは，当該議長国に加え
て，先任国ならびに後任国の外務省職員がEPCの運営ないしその準備に当たるというものであ
る。具体的には，議長国外務省に前記2カ国の外務省職員が出向して，議長国の職務遂行を補助す
ることになる。この方法によれば，大幅な規則改正の必要もなく，現在の運営方法の欠陥を補うこ
とができる36〕。すなわち，EPC活動の継続性が高まり，しかも先に述べた教育的効果もいわば3
倍になる。より多くの国の，より多くの職員が関与するので予断や偏見，あるいは思い違いを除去
し，修正する機会が増大する。また，小国の負担がいくぷん軽減される。但し，トロイカ方式は常
設事務局の創設を伴わないため，r技術的側面において若干の限界を被る」。たとえば，r各国外交
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官が6ヵ月交代の短期的出向を嫌がる」37〕であろうことである。
　一方，ヨーロッパ議会では，政治協力事務局の設立を求める声が強い。中央集権的な事務局を創
設することにより，EPC活動の継続性と一貫性が高まり，能率が向上するであろうことは，何人
も否定することはできまい。また，常設事務局を設置することにより，EC委員会もメリットを受
ける。すなわち，ゲストとして参加させて貰っているとの遠慮がちな態度から，「政治協力の会議
そ得た情報の利用にあたっては慎重でなければならない，と感じる」ような現在の状況を回避でき
る38〕。それにも拘らず，現在までのところ，議会の提案はとりあげられていないのは，いかなる理
由によるのであろうか。それは，第一に，フランスが，事務局推進計画はそれをブラッセルに設立
し，よって政治統合の強化を図る企てとみて反対するのみならず，第二に小国も，議長もち回り方
式の方が国際的威信の向上に繋がると考えることによる39〕。第三に，人的・物的に官僚機構の維持
が著しく高価につくこと，第四に，事務局を特定国の特定地域に置くことによるあつれきや不都合
が容易に予見されること，第五に，予期しない副次的な効果として，すでに述べたように常設事務
局がないことが，EPCの共同体機関　　とりわけ委員会　　への依存度を高め，EC　とEPCと
の関係の緊密化に寄与したことなどが指摘されよう。以上の検討が示すように，事務局設置問題は
EPCの運営上，功罪両面を併せもっている。
　EPCの運営に係わる第二の課題は，緊急事態に対する対処の迅遠化である。この問題は，ソ連
のアフガニスタン侵略という事態に直面しながら，EPC　の対応が3週間ばかりも遅延したことに
端を発する40〕。周知の通り，コペンハーゲン報告はEPC構造の強化とその目標の明確化を図り，
「各国は，一般原則として，政治協力機構の枠内において同朋諸国と事前に協議することなく・最終
的立場を採択しないことを約束」舳したのであるが，この約束を有名無実にしないためには，事前
協議の可能性を最大限確保しなければならない。そこでキャリントン卿は「加盟3ケ国が，危機の
ため迅速な協議を要すると判断すれば，48時間以内に会議は自動的に召集されねばならない」との
提案を行ならたのである42〕。この提案は，やがてロンドン報告においてそのまま採択された（同報
告2部第13項）。この結果，協議の開催が容易になるとともに，3ケ国の合意のみによって開催し
うるということが，「ルクセンブルグの妥協」以来慣行とされてきた全会一致主義の原則にくさび
を打ち込むものとして，注目されている4ヨ〕。
　第三に，委員会の参加のあり方に関する問題が指摘されねばならない。ゲストとしての地位から
生ずる諸々の問題や参加の法的根拠の問題性にっいては，しばしば論及したので，ここではむし
ろ，EPC下位機関において委員会がいっそう参加の機会を増大すべきことを強調しておきたい。
とりわけ政治委員会との共同作業の機会をより増大し，相互理解に努めるべきこと，各作業グルー
プヘの委員会の参加を理事会議長国や各国代表団の判断に任せず，より自由に，オープンにすべき
こと，COREUの連絡網の中に委員会をいっそう強く取り込むべきこと（このことは，委員会にと
ってだけでなく，EPC全体にとってもプラスとなるであろう）などが指摘されうる。また，連絡
官グループや加盟国大使・専門家グループが，「EC職員から何ら援助を受けることなく，それぞれ
独自に活動している」44〕現状も，相互の協議を重ねることによって，早急に改める必要がある。さ
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らに，各国外務省が省内部の機構改革を図り，政経一体となった行政に努めることによって，EPC
における「二分法」もいっそう改められ，EC委員会の参加にいっそうの道を拓くことになるであ
ろう。
　第四にそれぞれの問題においてEC委員会が加盟国代表団とともに分担することのできる独自の
活動分野をもつことによって，委員会はその権限を実質的■に強化しうるであろう。このことは，す
でに述べたように，CSCEやユーロアラブ対話における経験を通してその効果が立証されてい
る45〕。
　第五に，EPC諸会議において委員会がこれまで非常に神経を遣ってきた「機密保持」に関する
問題がある。これについては，委員会ではすでに一定のルールと手続きが確立されている46〕ので，
現状において議論の余地は少ないかもしれない。けれども，EPCの討議対象がたとえば軍事・防
衛問題にまで拡大されたり，あるいはEPCに対するヨーロッパ議会の参加もしくは関与，あるい
はその統制が強化される時，この問題は再燃するであろう。
　c）　展　　　望
　本章の検討に基づいて，簡単に展望を試みておきたい。
　　EPC発展の将来構想を語る場合，最も重要と思われる論点は，以下の3点であろう。すなわ
ち，まず第1点として，将来，EC共通外交政策は実現するのであろうか，第2点として，EPCの
諸活動はたとえばヨーロッパ同盟条約の下に法制化されるのであろうか，第3点として，求心的な
ヨーロッパ政治協力事務局は創設されるのであろうか，という問題であり，これらはいずれも重な
り合う側面をもつ。
　EPCが現状の延長線上に共通外交政策を形成しうる可能性は，少ないであろうと言わざるを得
ない。繰り返し述べてきたように，EPCがEC加盟諸国政府間の自発的な協力に基礎を置いてい
ることは，EPCの本質的な特徴である。もともと，EPC．は「政治共同体への道程における第一段
階として意図されたのではなく，政治統合の目標について合意に達することは不可能である，との
認識に根ざすものであった」伽のである。したがって，もし共通政策の方向へと一歩を踏み出そう
と考えるならば，従来の現実的，漸進的，かつプラグマティックな方法から脱却して，まったく異
質な方法によって，r扱本的にECとEPCを機構改革する外ない」48〕であろう。その場合，問題
は，加盟諸国のすべてがそのような発展を望むか否かにある。結局のところ，すべては加盟諸国の
意思に掛かっており，各国首脳の政治的決断が将来を決定することになるであろう。
　EPC活動の法制化に関して言えば，たしかに現在のEPC活動に対して何からの法的根拠が必
要なことは，十分理解されうる。今日にいたるまで，その活動は，たんに諾会議における決定や声
明（いずれも拘東力はもたない）の内容に裏づけられるにすぎず，とりわけ委員会の参加の根拠は
あいまいであった。とはいえ，立法措置がEPCの飛躍的な発展を保障することは限らない。r将
来共同体と合体し，より緊密な関係ができる時まで，EPCの制度化を目的とする政府間の取極や
条約は必要ないであろう。その方が，中央機関と各国政府との間に起りうる緊張によりよく耐えう
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るであろうから……」49〕という見解もあるのである。自由な，自発的な政府問の協力に基礎を置く
現行制度の下では，その自由さ，臼発性，あるいはまたそのプラグマティックな性格老守るために
も，規則に東縛されない方がいいのかもしれない。その意味では，法制化は急ぐに及ばない。むし
ろEC共通外交政策が確立される見通しのついた時点で検討されるべき課題であろう。すでにヨー
ロッパ議会の下においてヨーロッパ同盟条約草案が採択され，政治協力がその中で規定されている
ことは，上言己の通りであり，その成り行きが注目される。勿論，それが施行され，適用されるに
は，なおかなりの歳月を要するであろう。
　政治協力のための常設事務局創設の問題は，つねに現行の迎営方法，すなわち理事会議長国によ
るローテーション・システムとの兼ね合いにおいて考察されなければならない。すでに検討したよ
うに（p．161），事務局創設にはメリットも多いし，何よりもそれは，政治協力機構にとってシンボル
的な意味をもつことになるであろう。おそらく長期的展望としては，その所在地をパリにするか，
ブラッセルにするかはともかく，いずれ常設事務局の設置が不可欠とされる日が来るであろう。反
面，これもすでに言及したように，事務局設置にはデメリットも多い。とくに，加盟国はその維持
のために多額の出費を強いられることになるであろう。官僚機構固有の新たな諸問題が起ることも
予想しなければならない。また，フーシェ案以来底流に流れている問題であるが，事務局所在地を
固定することに伴う諾国家問のあつれきも，容易に予想されうる。このような状況の下では，当
面，現行のローテーション・システムの改善を図りながら，議長国の責任において運営していく外
あるまい。
　以上の検討を通じて，当面あるべきEPCの姿，あるいは近未来におけるEPC像や，そこにお
けるEC委員会めイメージが浮彫りにされてくる。
　第一に，共通外交政策の形成はあくまでも長期的課題であり，当面は政府問協力を基礎として運
営され続けるであろう。なぜなら，「（究極的目標である）声をひとつにするというヨーロッパの夢
は，まだ現実と結びついてない」50〕から……。第二に，当面，その協力は法によって東縛されない
ものであり続けるであろう。但し，第三に，協力は自由でありながら，諸政府のEPCへの認識が高
まり，協力の範囲と程度はいっそう拡大ないし強化されるであろう。EPCの新たな対象領域として
（すでにある程度実現していることであるが，）軍縮と安全保障問題が加えられ，やがては軍事・防
衛問題も加えられることになるであろう。それに伴い，第四に，委員会やヨーロッパ議会に対する
機密保全の要請はいっそう高まるであろう。けれども，EPCにおける委員会の権限が強化され，
議会の参加が認められるにつれて，むしろ機密の巾を縮小し，その運営をよりオープンにする方が
加盟諸国にとって，少なくとも長期的には，得策であることを理解するにいたるであろう。また，
第五に，EPCの問題領域の拡大ならびに対外政策の協調の強化とともに，その活動に対する議会
の民主的統制（一種のシビリアン・コントロール）の必要性が認識されるようになるであろう。第
六に，常設政治事務局の創設は長期的課題として残され，当面および近未来においては，理事会議
長国によるローテーション・システムが継続されるであろう。その場合，1］ンドン報告において合
意されたトロイカ方式（p．］60）が今日考えうる最良の方法として適用され続けるであろう。
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　このように基本的には現状に近い運営機構の中で，EC委員会はこれまで同様，それがもつ独自
の機構と施設と職員と財力とを有力な武器としながら，継続的な実践活動を通して各問題領域にお
いて独自の担当分野を確立し，徐々に，EPC機構の巾に自らの足場を築いていくことであろう。
委員会のもつこれらの人的・物的資源を活用することがEPCにとって不可欠であることが確信さ
れ，また委員会が濫りに機密を漏洩しないことが確信されることの結果として，EPC活動におけ
る委員会の役割に対する各国の理解も深まるであろう。そうすれば，外務省を初め，国益関係者た
ちの協力を得ることが容易となり，EPC下位機関での委員会の参加にも道が拓けるであろう。こ
うして必ずしも革命的な手段によらなくても，従来以上にロー・ポリティクス・ポリティクスとの
垣根を低くすることが可能となるであろ㌔
む　す　び
　ヨーロッパ政治協力（EPC）の歴史は浅い。けれども，今日，EC諸国にとって重要な国際問題
の殆んどすべてが，その機構の枠内において論議されている。EPCの意義は，日々高まりつつあ
る。反面，任意の政府間協力を基調とするところから，構造的な脆さが露呈されがちで，そのあり
方に対して批判の声が強いのも，また事実である。本稿では，EPCにおけるEρ委員会の活動状
況を中心的な素材に据えながら，むしろ一方の目では，EPCそのもののあり方を見つめてきたつ
もりである。そのため，とかく論点が裾野を求めて広がろうとしがちで，その轡を抑えるのに苦労
を要した。今後は，理事会議長制，政治事務局，ヨーロッパ同盟条約など，EPCに関連する諸問
題の研究や，より具体的な事例研究を積み重ねていきたいと考えている。
　筆者の非力から，本稿（1－3）脱稿までに心ならずも10ヵ月近い時を費やし，研究計画は大幅
に導れているが，はからずも安倍先生の御退任言己念論集の片隅を汚す恩恵に浴することとなったこ
とは，望外の幸せである。
　真理の究明に対してつねに真撃な先生の御健康と御多幸を願ってやまない。
　　付記
　本稿脱稿後，昨年ユ2月2～3日に開催されたルクセンブ〃ク理事会の会議資料などを入手した。
これらによれば，EPCの強化・発展に対する各国首脳の政治的意欲は強く，近未来における組織
化，法制化の可能性さえ看取される。いずれ，ヨーロッパ議会の最近の動向も合め，稿を改めて論
じなければならない。
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